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○東員町水道事業給水条例施行規程 

昭和４７年４月２０日 

告示第１１号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 給水装置の工事及び費用（第３条―第１５条） 

第３章 給水（第１６条―第１８条） 

第４章 料金及び手数料（第１９条―第２３条） 

第５章 貯水槽水道（第２４条―第２６条） 

第６章 管理（第２７条・第２８条） 

第７章 補則（第２９条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東員町水道事業給水条例（昭和４５年東員町条例第９号。以下「条例」と

いう。）第３８条の規定により条例の施行について必要な事項を定める。 

（給水区域） 

第２条 条例第２条による給水区域は、筑紫、穴太、瀬古泉、山田、六把野新田、鳥取、八幡新

田、大木、北大社、中上、長深、南大社、笹尾西、笹尾東及び城山の区域とする。 

２ 前項に定める給水区域内で配水管の布設していないところ又は給水量が不足し、若しくは特

殊な地形等から給水することが著しく困難と認められるところでは、給水しないことがある。 

３ 配水管の布設していないところでも、給水を受けようとする者が当該工事費を負担するとき

は、給水することがある。 

第２章 給水装置の工事及び費用 

（給水区域内の工事費） 

第３条 前条第３項の工事費の負担については、条例第９条に定める工事費とする。 

（給水装置の種別の変更） 

第４条 連合給水装置又は共用給水装置であつても１戸ごとに水道メーター（以下「メーター」

という。）及び水栓を設置したものは、専用給水装置とする。 

２ 共用給水装置であつても、使用戸数が１戸に減少したときは、その期間だけ専用給水装置と

みなす。 

（工事の申込み） 
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第５条 工事の申込みをしようとする者は、給水装置工事申込書の提出と併せ、同工事の施行に

必要な全てについて定められた様式により、手続をしなければならない。 

２ 前項の申込者が工事の変更又は取消しをしようとするときは、直ちにその旨を水道事業及び

下水道事業の管理者の権限を行う町長（以下「管理者」という。）に届け出なければならない。 

（工事の承認の取消し） 

第６条 前条第１項の申込みにより承認を受けた者がその承認を受けた日から３カ月を経過し

てもなお正当な理由がなく給水装置工事に着手しないときは、当該承認は、取り消されたもの

とみなす。ただし、管理者が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（利害関係人の同意書の提出） 

第７条 条例第７条第３項の利害関係人の同意書は、次のとおりとする。 

（１） 他人の家屋又は土地内に、あるいはこれらを通過して給水装置を設けようとする者は、

当該家屋又は土地所有者の承諾書 

（２） 他人の所有する給水管（以下「本管」という。）から分岐して給水管（以下「支管」

という。）を設けようとするときは、本管所有者の承諾書 

（３） その他特別の理由があるときは、利害関係人の同意書又は申込者の誓約書 

２ 前項第２号の本管所有者が移転又は廃止する場合において、支管所有者が装置の改造又は本

管取得の手続きをしないときは、その支管の使用を廃止したものとみなす。 

（審査を要する設計） 

第８条 条例第７条第２項の規定による設計にあたり、指定給水装置工事事業者は平面図、立体

図及び詳細図を作成するものとし、給水管の種類、口径、延長、水栓類等の名称を記入するこ

ととする。またその設計の範囲は次のとおりとする。 

（１） 給水栓まで直結するものにあつては、配水管分岐から給水栓まで。 

（２） 受水槽を設けるものにあつては、配水管分岐から受水槽まで。ただし、他の水栓に直

結する副管を取り付けるときはその水栓までとする。 

２ 前項第２号にかかわらず受水槽以上の装置の設計書、竣工図及び写真を提出しなければなら

ない。 

（公道部分の工事及び維持管理） 

第９条 工事のうち、公道下に属する装置の維持管理は、管理者が行う。 

２ 前項の施設が不用となつたときは、管理者において撤去処分をする。 

３ 給水管は公道内の車道及び歩道部分において、１２０センチメートル以上の深さに埋設しな

ければならない。ただし、技術上その他やむを得ない場合は、この限りでない。 

（工事の施行） 
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第１０条 工事のため家屋、庭園その他工作物について加工した場合、管理者は、必要と認める

補修をするほかは、これを原形に復する責を負わない。 

（使用材料の特例） 

第１１条 配水管分岐からメーターまでの給水管及び給水用具の使用材料は、次の各号のとおり

とする。 

（１） 配水管からの分岐はダクタイル鋳鉄管、ビニールライニング鋼管、硬質塩化ビニール

管、ポリエチレン管又はステンレス鋼管とする。 

（２） 配水管からの分岐はサドル分水栓及び割T字管を使用し、不断水による分岐を原則と

する。 

２ 前項に指定する材料であつても、地質の影響その他の理由によつてその使用が適当でないと

認めたときは、その使用を制限し、又は禁止することができる。 

第１２条 削除 

第１３条 削除 

第１４条 削除 

（手数料の件数） 

第１５条 条例第３０条第２項第２号の表に定める手数料の件数は、当該設計審査及び工事検査

に係る工事におけるメーターの設置数とする。 

２ 前項の手数料の納期限は、納付書の送付の日から３０日以内とする。 

第３章 給水 

（メーターの管理） 

第１６条 メーターは、給水装置の使用者又は所有者が清潔を保ち、かつ、その設置場所にメー

ターの点検、取替、修繕に支障をきたすような工作物を設け又は物件をおいてはならない。 

２ 前項の規定に違反したときは、使用者若しくは所有者に原状回復を命じ、履行しないときは

町が施行して、その費用を違反者から徴収することができる。 

３ 管理者が必要と認めたときは、メーターの設置場所を変更させることがある。 

（メーターの亡失、き損） 

第１７条 メーターを保管する者が、メーター及び付属器具を亡失又はき損したときは、直ちに

管理者に届出なければならない。 

２ 前項の亡失の場合は、次の算式による残存価格を、き損の場合は、その修理に要した費用を

それぞれ弁償金として徴収する。 

時価－（（時価／耐用年数）×使用年数）＝残存価格 

３ 第１項の亡失、き損が天災その他保管者の責任でないと認めるときは、前項の弁償をさせな
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い。 

４ メーターの耐用年数は、８年とする。 

（給水装置及び水質検査） 

第１８条 条例第２１条第２項に規定する特別の費用を要する場合とは、次の各号に該当する場

合をいう。 

（１） 給水装置については、その構造、材質及び機能若しくは漏水について通常の検査以外

の検査を行うとき。 

（２） 水質については色及びにごり並びに消毒の残留効果に関する検査等、飲用の適否に関

する以外の検査を行うとき。 

２ 管理者が検査の必要がないと認める相当の理由があるときは、検査の請求を拒むことがある。 

第４章 料金及び手数料 

（料金の徴収方法） 

第１９条 料金は、納入通知書により企業出納員に納付するものとする。ただし、会計課から集

金員を派出して徴収することができる。 

２ 集金員による場合の水道料金領収書は、企業出納員の領収印及び集金員の認印のあるものに

限り有効とする。 

３ 料金の徴収は、会計課の出納員に委託することができる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、管理者が別に定める預金口座振替の方法及び地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項に規定する指定納付受託者に納付を委託する

方法により納付をすることができる。 

（メーター検針等） 

第２０条 メーターの検針は、定例日を定めて隔月に検針する。この場合、使用水量を告知する。 

２ メーターの検針の定例日について町長が必要と認めた場合は、変更することができる。 

３ メーターの指示量に１立方メートル未満の端数があるときは、隔月に繰越して計算する。 

４ メーター検針は、管理者が検針員を選んでその者に委託することができる。 

（料金の算定） 

第２１条 超過料金の算定は、前月のメーター点検日から翌月の点検日までを２カ月とし、点検

日の属する月分として徴収する。 

２ 条例第２５条の規定に基づく使用水量の認定は、次のとおりとする。 

（１） 前年同月の実績による。 

（２） 前年同月の実績によりがたいと認められる理由があるときは、メーター故障若しくは

使用水量不明月の前３カ月又は６カ月の使用実績からもつとも妥当と認められる量による。 
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（３） メーターの機能検査の結果、公差を超過したときは、その割合に応じて算出したもの

による。 

（料金の前納） 

第２２条 条例第２７条第１項による料金とは、概算給水料金、止水栓料及び同給水装置に要し

たすべての経費とする。 

２ 前項の料金を前納しなければ、給水を開始しない。 

３ 概算給水料金は、臨時給水完了のとき、精算するものとする。 

４ 管理者が必要と認めたときは、前納料金を還付又は追徴することがある。 

第２３条 削除 

第５章 貯水槽水道 

（管理者の責務） 

第２４条 管理者は、貯水槽水道（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）

第１４条第２項第５号に定める貯水槽水道をいう。以下同じ。）の管理に関し必要があると認

めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、指導、助言及び勧告を行うことができる。 

２ 管理者は、貯水槽水道の利用者に対し、貯水槽水道の管理等に関する情報提供を行うものと

する。 

（設置者の責務） 

第２５条 貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に規定する簡易専用水道をいう。以

下同じ。）の設置者は、法第３４条の２に規定するところにより、その水道を管理し、及びそ

の管理の状況に関する検査を受けなければならない。 

２ 前項の簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、次条に規定するところにより、当該貯水

槽水道を管理し、及びその管理の状況に関する検査を行うよう努めなければならない。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理等） 

第２６条 前条第２項の簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及びその管理の状況に関する検

査は、次に定めるところによるものとする。 

（１） 次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア 水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

イ 水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必要な措置を

講ずること。 

ウ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めた

ときは、水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号）の表の上欄に掲げ

る事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 
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エ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに供給を停止し、

かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

（２） 前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、簡易専用水道以外の貯水槽水道の

設置者が給水栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する

水質の検査を行うこと。 

第６章 管理 

（消火栓の設置） 

第２７条 消火栓は、次の区分により設置する。 

（１） 公設消火栓 ５０ミリメートル以上の送配水管にのみ設置する。 

（２） 私設消火栓 ４０ミリメートル以上の給水管にのみ設置する。 

２ 私設消火栓の設置者は、これを公共のために使用することを拒むことはできない。 

（各種届出） 

第２８条 この規程の施行に関して、必要な申請書その他書類の様式は次の各号に定めるところ

による。 

（１） 給水装置工事申込書（第１号様式） 

（２） 共用栓設置請求書（第２号様式） 

（３） 水道分岐工事承認届（第３号様式） 

（４） 修繕工事請求書（第４号様式） 

（５） 代理人（管理人）選定（変更）届（第５号様式） 

（６） 上下水道使用異動（開始・中止・廃止・使用者変更）届（第６号様式） 

（７） 水道メーター口径変更届（第７号様式） 

（８） 消火栓使用承認願（届）（第８号様式） 

（９） 給水種別用途（世帯人員）変更届（第９号様式） 

（１０） 量水器検針票（第１０号様式） 

（１１） 断水通知書（第１１号様式） 

（１２） 督促状（第１２号様式） 

（１３） 催告書（第１３号様式） 

（１４） 身分証明書（第１４号様式） 

２ 様式を定めていないものは、適宜文書により軽易なる届出については、本人又は代理人の口

頭で届出ることができる。 

第７章 補則 

（委任） 
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第２９条 この規程の施行について必要な事項は、別に管理者が定める。 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年１０月１５日告示第２２号） 

この規程は、昭和４８年１１月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年３月３１日告示第６号） 

この規程は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年５月１５日告示第１０号） 

この規程は、昭和５４年６月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年１月３１日告示第３号） 

この規程は、昭和６１年２月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年３月２３日告示第１１号） 

この規程は、昭和６２年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年６月１日告示第２３号） 

この規程は、平成元年６月１日から施行する。 

附 則（平成１０年３月３１日告示第２４号） 

この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２６日告示第１９号） 

この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３０日告示第１３号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年１１月１５日告示第４９号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２１日告示第１６号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年２月２４日告示第１８号） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第３８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行の日（平成２８年４月１日）

から施行する。 

（経過措置） 
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２ この告示の施行の際、第２条の規定による改正前の東員町小児慢性特定疾患児日常生活用具

給付事業実施要綱、第３条の規定による改正前の東員町障がい者等日中一時支援事業実施要綱、

第４条の規定による改正前の東員町障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事

業実施要綱、第５条の規定による改正前の東員町障害者等日常生活用具給付事業実施要綱、第

６条の規定による改正前の東員町障害者等移動支援事業実施要綱、第７条の規定による改正前

の東員町障害者等地域活動支援センター事業実施要綱、第８条の規定による改正前の東員町国

民健康保険被保険者資格証明書交付事務等の国民健康保険料滞納者に対する措置の取扱い実

施要領、第９条の規定による改正前の東員町国民健康保険一部負担金の免除及び徴収猶予に関

する要領、第１０条の規定による改正前の東員町社会福祉法人等による生計困難者等に対する

介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱及び第１１条の規定による改正

前の東員町水道事業給水条例施行規程に規定する様式による用紙で、現に残存するものは、当

分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成３０年９月５日告示第８４号） 

この規程は、公表の日から施行する。 

附 則（令和２年３月１６日告示第１６号） 

（施行期日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正後の第６条の規定は、この規程の施行の日以後に承認する工事から適用

し、同日前に承認した工事については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月３１日告示第４６号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１月１７日告示第４号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第２８条関係） 

第２号様式（第２８条関係） 

第３号様式（第２８条関係） 

第４号様式（第２８条関係） 

第５号様式（第２８条関係） 

第６号様式（第２８条関係） 

第７号様式（第２８条関係） 

第８号様式（第２８条関係） 

第９号様式（第２８条関係） 

第１０号様式（第２８条関係） 

第１１号様式（第２８条関係） 

第１２号様式（第２８条関係） 

第１３号様式（第２８条関係） 

第１４号様式（第２８条関係） 

 


